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論文内容の要 旨
【研究の間的】高度経前成長の終駕と伴に社会も変化し、また、家族が変容し高齢者が急増しつつある。
このなかで、大都市においても高齢者の住生活も大き く変化しつつあると忠われるが、たとえば、公団賃
貸住宅居住高齢者に関する牛ー活変容の実態は必ずし も明らかにされていない。
本研究では公問賃貸住宅団地の住戸内およびR住地近隣において高齢者の生活実態に閲する基礎的分析・
考察を行なうことにより、高齢者からみた居住雫間のあり方への示唆を得ることを直接的な、さらに、高
齢者からみた公開賃貸住宅問地の両生計両に生かしていくことを最・終的な目的に設定した。
【研究の方法】 住戸内での高齢者の生活実態に関しては、世帯形態別および住p. 1f'~J.l IJ に:t要な生活行為と
居室弔問との対応関係を分析 ・考察する。また、居住地近隣における生活縁と近屈に関する調査において
は、高齢単身世帯に着目し、安否確認から地域での様々な活動に至るまで、近隣や子どもとの交流が特に
重要であると考えられるので、その実態をみる。
【得られた知見と計画課題】
(1} 高齢者対応 かつての公団賃貸住宅居住者の多くは、 若年核家族であったが、近年では居住世帯も多
様化し、 単身や夫婦世帯あるいは高齢者も増加している。また、公団賃貸住宅における高齢者対応施策に
ついては、ペア住宅供給など先駆的な試みもあったが途切れてしまい、「長寿社会対応仕様」等による整備
はされているもののディティールに偏っており、居住空間計画面においてみると充分ではないことが判明
しfこ。
(2) 高齢単身居住 高齢者にとっては、特に自然環境を取り入れるために住戸外部への開放性を高めるこ
とが常要であることを示している。また、 “物持ち"の高齢者にとっては収納'ヤー聞の重要性が改めて認識
された。
(3) 高齢夫婦居住 今後、高齢夫婦の住戸平面のあり方としては、別室就寝およびベッド就寝も吋能であ
ることを就寝空間計阿の条件として考えていく必要性があることを主張している。
(1) 高齢二世代居住
1) I百}居 世帯員の個人化傾向の中で、本調査からは食事とだんらんに関して、かなりの世帯において家
族全員で行われている傾向がつかめた。また、成人した未婚の子ども専用伺宗もまずは“広さ"について
の配慮が求められている。
2 )隣居 E号室の数や広さあるいは住戸内設備への不満はあるものの、ほとんどが、隣居という考え方に
賛成して住?を選定し、今後についても継続要望は多い。
(5) 居住地近隣における高齢者居住
J )生活縁 家族紛は比較的豊富であるが、後の2つの縁 (目的縁、近隣紙〉は少ない。生活縁を行き来
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のレベルで大きく「活発型J!中間型JI閉じこもり型jの3つにわけ、今後の研究における分類と実態分
析への子掛かりを得ている。
2)近居家賃や職場への通勤条件などの問題があろうが、賃貸住宅供給計画において有意義であると思
われる近居システムをもっと積極的に取り入れてもいいのではなかろうか。
(6) 団地再生計画について 団地再牛.計画は、公開の全賃貸団地を対象に、建替、更新、保全等、賃貸住
宅に対する住宅あるいは団地のモノの劣化・陳腐化への対応と居住者の居住要求に応えた居住空間の総合
的再生計画であるべきである。
【おわりに】公団においては岡地再生計両策定に向けて、多面的かっ多様な角度から調査や研究が継続的
に行われていくべきであるが、その一環として、本研究においては公開賃貸性宅居住高齢者の居住実態に
ついて分析した。成果は、将来の団地詞牛.計画だけではなく、現在公団が行っている立替えやりニューア
ルや新規供給賃貸住宅の居住空間計画、あるいは、他の公的住宅や民間住宅の集合住宅の計画においても
役に立つ知見が得られた。
論文審査の結果の要旨
高齢社会が到来し、バリアフリー設計など高齢者や障害者の居住空間に対する物的な面での対応がかな
り進展している。しかし、高齢者の住まい}jに対応した居住宅間はどうあるべきかがまだ十分に解明され
ていない。とりわけ公団賃貸住宅の高齢者の住まい方に関する研究は皆w.r:に近い。そこで、本研究は、公
団賃貸住宅の高齢者を対象として、その住まい方を解明し、それに対応した今後の住戸計画、同地計向へ
の指針を提示することを目的としている。
論文は3部8章と栴章で構成されている。第l掌序論では、問題の所伝と研究の怠義、同的、 )i法につい
て述べている。第2章では、公団賃貸住宅の居住者の経年変化を調べ、晶ー齢化が進得していることと継続
属住意向が増大していることを明らかにした。第3章では、団地建て替え後の戻り高齢居住者に建て替え
前後の居住空間に対する評価を求め、高齢者の住まい)jを踏まえた老約団地の建て替えの必要性を明らか
にした。第4菅では、単身高齢者について、その住まい方を解明し、住戸計画の指針を得ている。第 5章
では、高.齢夫婦のみ世帯の侍まい方、特に同別室就寝について解明し、今後の就寝室計両について知見を
得た。第6章では、高齢2世代家族の同居と燐居の実態を解明し、隣居という居住形態が望ましいという
知見を得ている。第7章では、単身高齢者の生活縁について実態を調査し、近隣紛と目的縁が希薄で家族
縁に支えられていることを明らかにした。そこで、同一回地内にイ'世需が居住するケースについてさらに
実態調査を行い、親世帯と子世帯の近居も望ましい居住形態であるという知見を得た。第8章は結論で、
前章までに得られた知見を総括している。さらに、補章では、第8章の結論を踏まえて、今後の団地再生
計画のあるべき)j向について著者の見解を展開している。
以上要するに、本研究は、公開賃貸住宅に居住する高齢者の住まい方を解明することにより、今後の公
団賃貸住宅における高齢者の居住空間のあるべき方向について初めて明らかにした。これらの諸知見は、
老朽団地の建て替えが急速に進む今後にとって角用な計画的知見となり、本研究の住居学研究に貢献する
ところは大である。
以kの審査結果から、本論文の著者は、博士(ヤ術)の学位を授与されるに値すると認められる。
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